
◆　予算規模

単位：千円

現計予算 補正額 合　計

一般会計 114,653,401 △ 626,611 114,026,790

特別会計（9会計） 64,350,589 64,350,589

企業会計（5会計） 69,149,974 69,149,974

248,153,964 △ 626,611 247,527,353

◆　一般会計予算規模

単位：千円

現計予算 補正額 合　計

市　　　税 40,899,229 40,899,229

歳 地方譲与税等 25,253,037 25,253,037

国県支出金 21,631,094 173,924 21,805,018

市　　　債 14,101,900 △ 686,600 13,415,300

入 そ　の　他 12,768,141 △ 113,935 12,654,206

114,653,401 △ 626,611 114,026,790

人  件  費 20,358,916 6,344 20,365,260

歳 扶  助  費 24,315,811 24,315,811

公  債  費 10,752,270 10,752,270

普通建設事業費 16,134,435 △ 1,040,973 15,093,462

災害復旧事業費 36,766 36,766

出 そ　の　他 43,055,203 408,018 43,463,221

114,653,401 △ 626,611 114,026,790

合　　　計

津 市 の 平 成 ３１ 年 度 補 正 予 算
【一般会計補正予算(第１号)】

　今回の補正予算は、令和元年10月1日からの消費税及び地方消費税率の引上げによる消費に与える影響
を緩和することを目的としたプレミアム付商品券を発行するための経費を計上し、また、国の平成30年
度補正予算（第2号）等による事業採択を受けた事業について減額調整し、平成31年4月1日付けで専決処
分を行いました。

区　　　分 備　　　　考

補正予算(第1号)

区　　　分 備　　　　考

国庫支出金　255,424千円
県支出金　 △81,500千円

農業生産基盤整備事業債　　　　△16,900千円
地域水産物供給基盤整備事業債　△73,300千円
学校教育施設整備事業債　　　 △596,400千円

分担金及び負担金　　△17,500千円
財政調整基金繰入金　△96,435千円

計

職員手当等　6,344千円

補助事業　△639,814千円
単独事業　△364,859千円
県営事業負担金　△36,300千円

物件費　407,953千円
維持補修費　 65千円

計
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◆　予算のポイント

＜一般会計＞

　歳入歳出予算（款別）

○農林水産業費 △ 215,479 千円
補正予算額
（千円）

△ 36,300

△ 179,179

○商工費 414,362 千円
補正予算額
（千円）

414,362

○教育費 △ 825,494 千円
補正予算額
（千円）

△ 22,759

△ 29,546

△ 392,362

△ 380,827

事業名 事業内容

学校施設維持補修事業減
（国の補正予算による減額）

学校施設維持補修事
業（小学校）

　国の平成30年度補正予算（第1号）による事業
採択に伴う空調設備整備工事費の減額調整

学校施設維持補修事
業（中学校）

空調設備整備事業減
（国の補正予算による減額）

学校施設維持補修事
業（小学校）

学校施設維持補修事
業（中学校）

　国の平成30年度補正予算（第2号）による事業
採択に伴う学校施設大規模改造工事費等の減額調
整

県営等土地改良事業減
（国の補正予算による減額）

　国の平成30年度補正予算（第2号）による事業
採択に伴う県営等土地改良事業負担金の減額調整

漁港等整備事業
漁港等整備事業減
（国の補正予算による減額）

　国の平成30年度補正予算（第2号）による事業
採択に伴う漁港物揚場保全工事費等の減額調整

大事業名 事業名 事業内容

　消費税・地方消費税率の引上げによる、低所得
者・子育て世帯に与える影響を緩和するととも
に、地域における消費を喚起・下支えするための
プレミアム付商品券発行に係る経費

大事業名

商業振興事業
プレミアム付商品券発行事
業

大事業名 事業名 事業内容

県営等土地改良事業
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